
別紙１

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

３　対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

4　３の方針を実現するために必要な取組みに関する方針

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計

０．７０　ha

３．４８　ha

5 中心経営体

４経営体
　①現状の経営面積合計　21.12ha
　②今後（5年後）の農地の引受けの意向　最大24.60ha
　　　（地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計②-①　3.48ha）

山口市

①地区内の耕地面積

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計

（備考）

６．８０　ha

・アンケートによる区域内の自作農地の状況は、75歳以上の農業者の割合が約90％、そのうち後継者未定又
は不明の割合が約80％となっており、自作する農業者のほとんどが今後の農地の適正維持に不安を抱いてい
ることがうかがえる。このことから、自作困難な農地は年数経過に伴って増加していくと思われる。
・担い手への農地集積はある程度進んでいるが、分散錯圃状態のため、作業効率が悪い。
・区域内農地面積に対し、担い手が十分確保されているとは言い難く、新たな担い手の創出が必要と考えられ
る。

・高齢化等により自作困難となった農地は、規模拡大の意向を持つ中心経営体に集積していく。なお、集積に
あたっては、原則として農地中間管理機構を活用する。
・現状の中心経営体の分散錯圃を解消し、各中心経営体の作業の効率化、低コスト化を図る。
・区域内農業者から、新たな中心経営体を創出する。

・中心経営体への農地集積にあたっては、分散錯圃の解消に資する、既経営農地に隣接する等を勘案して選
定した当該農地の耕作に最適な者への優先配分を進める。
・中心経営体間の農地交換等により現状の分散錯圃を解消することで、各中心経営体の集積可能面積の上
積みを図る。
・一定規模の経営面積を有する区域内農業者の今後の営農の意向（規模拡大or現状維持or規模縮小）を把握
した上で、規模拡大をめざす農業者に対し、中心経営体への働きかけを行う。

③地区内における75才以上の農業者の耕作面積の合計

市町村名

実質化された人・農地プラン

３５．００　ha

３１．８０　ha

９．６０　ha

対象地区名（地区内集落名）

阿知須　河内地区(河内)

令和3年8月

当初作成年月

平成24年12月 令和3年11月

直近の更新年月 今回の更新年月


